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      会 議 録 要 旨       
 

 
第 4回  八王子市下水道使用料等懇談会 

日 時 令和 7年（2025年） 11月 28日（金） 午前 10時 00分～12時 00分 

場 所 八王子駅南口総合事務所  会議室 

出

席

者

氏

名 

参加者 

                                                  

資料 1のとおり 

 

事務局 

環境部下水道課 課長補佐兼主査 上條 憲一 

環境部下水道課 主任 佐々木 崇雄 

環境部下水道課 主任 松井 由美子  

環境部下水道課 主任 小倉 健弥 

環境部下水道課 主事 中里 僚汰 

欠席者氏名 産業振興部産業振興推進課長 櫻井 哲希 

議 題 下水道使用料等懇談会の総括について 

公開・非公開の

別 
公開 

非公開理由 ― 

傍聴人の数 なし 

配付資料等 

 

次 第                                              

資料１：懇談会参加者名簿  

資料２：下水道使用料等懇談会の総括 
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会議の内容 

次第 1 開会 

 

次第 2 議題 

(1) 下水道使用料等懇談会の総括について 

事務局から資料２「下水道使用料等懇談会の総括」について説明。 

 

（2）意見交換 

【座長】 

本日が最後の懇談会となるので、これまでの議論の総括を行う。委員の皆

様それぞれの立場から、忌憚のない意見をお願いする。 

 

【参加者】 

物価高騰・維持管理負担金の増額などで令和 8 年度赤字になるという話で

あるが、実際はあと何年間維持できる見込みなのか。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

現時点では、市として資金面のフォローが可能である。例えば、下水道事

業は企業会計の一つであるため、一般会計から一定額を借り入れることで

事業を存続させ、その結果として使用料の値上げを先送りするという対応

も考えられる。 

現時点の見込みでは、特段の対策を講じない場合、令和 8年度には資金が

枯渇し、令和 9年度にはいわゆる「貯金」に相当する財源も厳しくなる見

通しである。今後は、収入をどの程度増やせるのか、また支出をどこまで

削減できるのかによって状況が変わってくる。そのため、令和 8年度まで

にどのような手立てを講じていくのかを詰めていく必要があると考えてい

る。なお、現段階の見通しでは、令和 9年度の途中あたりからは使用料の

値上げが避けられないのではないかと見込んでいる。 

 

【参加者】 

下水道使用料を値上げするにあたり、広報・周知のための宣伝広告費をど

の程度見込んでいるのか。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

SNSやアプリ、公共施設などを活用し、費用をかけずに効率的に周知できる

方法を検討している。 

 

【参加者】 

都に支払う維持管理負担金の単価が、令和 8年 4月に値上げされることは

既に決定しているのか。 
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会議の内容

  

【下水道経営総務担当課長】 

来年の第一回定例会、都議会に議案として提出される予定で、議決事項と

なっている。実際に決定されるのは 3月末頃で、議決されなければ単価を

引き上げることはできないため、現時点ではあくまでも予定である。 

 

【参加者】 

議決されなければ、市としても値上げの時期を決定させることはできな

い、という理解でよいのか。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

来年度の予算については、下水道使用料を上げない前提で編成している。

維持管理負担金が議決された場合でも、それに連動して直ちに使用料を値

上げする必要があるわけではない。市には「貯金」に相当する財源が残っ

ているため、当面はその財源で対応することが可能であり、概ね 1年間程

度は持ちこたえられる見込みである。企業として資金調達には様々な手法

があるため、最終的には市の政策判断によって下水道使用料を値上げする

時期を決めることになる。例えば、一般会計からの繰入れや借入など、別

の財源を活用する方法も選択肢として考えられる。そのため、値上げのタ

イミングは一概には言えないが、令和 8年度については「貯金」に相当す

る財源が確保されているため、当面の資金には余裕があることをご理解い

ただきたい。 

 

【参加者】 

令和 8年度については、「下水道会計の収支状況が厳しい」という周知は

行うが、現時点では値上げを行うとまでは言えない、という理解でよいの

か。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

値上げを行う場合には、少なくとも半年前には使用者の皆さんへ周知する

必要があると考えている。 

 

【参加者】 

今回提示された案には具体的な金額が含まれていないが、その点が明確で

ないのは、第 3回懇談会で示された案が一旦白紙になったということなの

か。それとも、複数の案が存在し、市としてはそれぞれの案について検討

を進めているということなのか。 

 

【事務局】 

今回示したものは、金額そのものではなく、基本使用料と従量使用料の関

係性をどのように設定していくのかというパターン（考え方）を案として 
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会議の内容 

示したものである。実際に値上げを行う際には、どの部分をどの程度改定

するのかを具体的に示し、それに基づき「どれくらい料金が上がるのか」

という点を明確に説明し、慎重に決定していきたいと考えている。 

 

【参加者】 

今回の提示内容からは、全体としてトーンダウンした印象を受けている。

今年度中から改定に向けて着手していくという流れだったと思うが、進捗

がスローダウンしたように感じられる。何か環境面での変化があったの

か。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

今年 3月に経営戦略の改定を行った。改定した経営戦略では、下水道使用

料を値上げしなければ経費回収率 100％を維持できないことを示してい

た。一方で、資金面だけを見ると、、経費回収率を度外視すれば当面は手

元資金で賄うことが可能であるため、値上げの時期を後ろ倒しにするとい

う選択肢も残されていたという経緯がある。 

 

【参加者】 

下水道使用料の値上げが遅れれば遅れるほど、将来的な影響や負担が大き

くなると考えている。そのため、できるだけ早期に改定を行う方が望まし

いと感じている。値上げするタイミングとしてはいいタイミングなのに、

今回後ろ倒しの方向性が示されたことで、様々な面で心配である。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

経費回収率の問題もあるが、現行の下水道使用料は 26市の中で 3番目に

高い水準となっている。新たに転入される方がどこまで比較されるかは不

明だが、市として政策判断を行う際には、値上げによって 26市の中で最

も高い水準となる可能性があることが妥当なのかという点も検討材料に

なる。そのため、今後どのように資金を確保していくかによって、使用料

を値上げする時期を後ろ倒しすることも選択肢となる。また、企業努力の

余地も残されており、今後どのように取り組んでいくかが課題である。し

かし現時点では、明確にお示しできる確定的な案があるわけではなく、そ

のような状況である。第 1回懇談会と比較してトーンダウンした印象を持

たれるかもしれないが、現段階では以上のような事情がある。 

 

【参加者】 

下水道使用料を値上げするのであれば、できるだけ早い段階で周知すべき

だと考えている。値上げの 3ヶ月前に周知するのではなく、可能であれば

都議会での議決前に、市としての方針を早めに示した方がよいのではない

かと思うが、どのように考えているのか。 
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会議の内容 

【下水道経営総務担当課長】 

一般的に、商品価格の改定や物価高騰時の値上げは、企業として可能な限

りの努力を行ったうえで、それでも対応できなくなった場合に実施する、

というのが基本的な考え方である。単に他の要因が上がったから連動して

上げる、という説明では理解を得にくい面もあるため、どの程度努力を尽

くしたのかが重要になる。一方で、値上げの方針を早期に示すことがプラ

スに働くのか、あるいはマイナスに働くのかは判断が難しいところであ

る。加えて、まだ検討しきれていない手段も残っているため、現時点では

周知や PRを急ぐよりも、まずは検討を進めることが必要だと考えている。 

 

【参加者】 

周知を行うにしても、一定の猶予期間は必要だと考えている。1年前に知

らせるのか、1週間前に知らせるのかによって、使用者の受け止め方や反

応には大きな差が生じると思う。 

 

【下水道経営総務担当課長】 

使用者への周知は、最低限、半年の猶予期間は確保する必要がある。シス

テム対応や周知の期間を見込むと、少なくとも半年以上は必要であると考

えている。 

 

【参加者】 

他の自治体の状況についての情報はあるか。例えば、どの市町村がどの程

度改定しているのかといった情報などがあれば教えていただきたい。 

 

【事務局】 

本市と同様の状況にある市町村では、料金改定を予定しているところがあ

ると聞いている。 

【参加者】                            

他の自治体では、令和 9年 4月頃に料金改定を行うという話を聞いている。

そのタイミングで値上げする自治体が多いのではないかと思うが、八王子

市も同じ時期になるのか。直ちに資金不足に陥らないという状況という理

由から他の自治体よりも後ろ倒しになる可能性があるのではないか。  

今回の懇談会は、将来の財源確保が簡単ではないことを踏まえて開催され

ていると理解しているので、財源を確保するのは相当難しいのではないか

という気がしている。判断が遅れれば遅れるほど維持管理負担金の値上げ

による下水道事業へのダメージは大きくなる。市の内部の意見を調整しな

がら、早期に進めていただきたいと思う。 
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会議の内容 

【下水道経営総務担当課長】 

近隣自治体との料金差という点は、市民の方への説明責任という意味でも

非常に重要だと感じている。会計上の資金の状況や、どの程度の企業努力

を行っているのかといった点も問われることになるため、その点を懸念し

ている。また、現在、下水道使用料の体系が都と同じ自治体については、

同じタイミングで使用料改定を行うことになると思うが、本市だけが先行

して値上げするという判断は難しいのではないかと考えている。 

 

【参加者】 

インフラは生活に直結しているため、必要性がしっかり示されれば、利用

者にも納得いただけるのではないかと思う。下水道管の老朽化や事故のリ

スクなどについての広報は非常に重要であり、必要性を丁寧に説明するこ

とで、理解を得られると思う。 

 

【座長】 

議論は尽きないが、本日が最後の懇談会となるので、これまでの議論を踏

まえ、以下の７つの論点について、順次、総括を行いたい。 

 

（論点１）下水道使用料改定に関する現状認識 

・ 八王子市の下水道使用料は、１９９８年から据え置きとなっており、

約３０年にもわたり値上げすることなく、安価な料金設定が維持さ

れ、今日に至っている。 

・ 現状では、使用料収入のみでは運営費用を賄うことができず、不足

する財源を一般会計からの税金投入によって補っている状況であ

る。 

・ 将来見通しとして、人口減少により、使用料収入は、減少していく

ことが見込まれる。一方、下水道施設の整備や維持管理に係る費用

は、昨今の物価高騰などにより、年々増加していることに加え、東

京都に対する流域下水道維持管理負担金の大幅な引上げも見込まれ

ることから、今後さらに増加していくことが見込まれる。 

・ このまま一般会計から税金を投入し続けることは、税負担に対する

受益の公平性の観点や、八王子市の財政負担への影響などから、課

題がある。 

 

（論点２）他自治体との下水道使用料の比較  

・ 八王子市の使用料は、中核市や類似団体と比較しても、相対的に安

価な料金設定となっている。 

 

（論点３）下水道管の老朽化と長寿命化の必要性 

・ 八王子市には、約 2,230 km の下水道管があり、そのうち、破損な 
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会議の内容 

どのリスクが高まる３０年以上経過した管路が、全体の約４０％と

なっている。 

・ ２０２５年 1月に埼玉県八潮市で発生した下水道管の破損に起因す

ると考えられる道路陥没事故の例も踏まえ、老朽化対策・長寿命化

は喫緊の課題であり、事故を未然に防ぐためにも、計画的な維持管

理の必要性がある。 

 

（論点４）財政状況と将来の見通し 

・ 現行の使用料では、今後、単年度での赤字が恒常化する見込みであ

る。 

・ 東京都が管理する流域下水道の維持管理は、各市町村からの負担金

で運営されている。東京都の赤字が拡大し、累積欠損が生じる見通

しとなったため、東京都は、２０２６年４月から、流域下水道維持

管理負担金の単価を、約４０％、値上げする。八王子市の下水道事

業の収支への影響として、東京都に対して支払う負担金が、年間約

１１億円も増加し、大きな影響を及ぼす。 

・ 八王子市の下水道事業の維持管理費は、近年は、５０億円を超えて

おり、効率的で適正な維持管理に努める必要がある。 

・ シミュレーションの結果から、２０２６年度以降、赤字が続き、経

費回収率と経常収支比率が、１００％を下回る見込みである。 

・ 経費回収率が、１００％を下回るということは、汚水処理費を使用

料収入で賄えていないことを示している。 

・ 経常収支比率が、１００％を下回るということは、業務活動に必要

な経常費用を経常収益で賄えておらず、収入の更なる確保や支出の

削減が求められていることを示している。 

・ 以上の議論を踏まえ、下水道サービスを安定的に供給するため、使

用料改定（値上げ）の必要性を認識した。 

 

（論点５）使用料体系の検討（パターン１～パターン５の比較） 

・ 第３回（２０２５年１０月１７日）の懇談会で議論した下水道使用
料の料金体系（パターン１～パターン５）について、再度、確認し
た。 

・ パターン４（基本使用料の改定率を高く設定する案）が、最も経営
の安定性を確保でき、固定的費用を基本使用料で賄うという考え方
にも合致しているとの意見で一致した。 

・ 浄化槽使用料の料金体系については、浄化槽を稼働させるための電

気代を負担していることや、少子高齢化による世帯人数の減少とい

った要因を踏まえると、人槽の処理水量に応じて水道使用料と同程

度の金額を設定するパターン 1が、妥当である。 
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会議の内容 

 

（論点６）今後の対応についての懇談会としての考え 

・ 一般会計からの繰入れや、積立金（内部留保資金）の取り崩しなど、

単年度の会計間操作でやりくりする方法はあるものの、使用料改定

（値上げ）は早めに必要な手を打つべきである。料金改定の先送り

は、将来世代に負担を先送りすることを意味する。将来世代に負担

を先送りしないための使用料改定（値上げ）の必要性を確認した。 

 

（論点７）企業努力と公平性の確保について 

・ 使用料改定（値上げ）は、最後の手段であり、まずは企業努力・経

営努力を徹底する必要がある。使用料改定（値上げ）の前にやるべ

きこととして、人件費の削減や業務の民間委託など、経費削減の企

業努力に取り組むべきである。また、下水道マンホールのふたを広

告媒体として活用する「マンホール広告」によって増収を図るなど、

財源確保にも努める必要がある。 

・ 公平性の観点から、滞納者には厳正な措置を取り、徴収率を上げて

いくことが、市民全体の納得につながる。 

・ 使用料改定（値上げ）する際は、市民の納得感が最も重要である。

市民も、下水道経営の情報を知れば知るほど、下水道事業が抱えて

いる課題の深刻さに気づくため、分かりやすい情報提供と市民が納

得できる丁寧な説明責任が不可欠である。 

 

【座長】 

この懇談会では、八王子市の下水道事業の健全かつ安定的な事業運営を確

保するため、下水道使用料体系について、合計４回にわたり議論してきた。

毎回の懇談会において、委員各位からは、下水道事業の行政コストの妥当

性や受益者負担の適正化のみならず、長期的な視野に立って、より良い八

王子市の将来像について、大変活発で有意義な議論をして頂いたことに感

謝する。 

これで下水道使用料等懇談会を終了する。 

 

 

次第３ 事務連絡 

 

次第 4 閉会 

 

 

 

 

 

 


